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６２億３,９９８万４,８７９円歳 出

　平成２５年度一般会計歳出決算額は６２億３，９９８万４，８７９円で、安中小学校施設耐震改修事業および幼稚園施設

耐震改修事業が完了したことによる減少はありましたが、大谷小学校および木原小学校ならびに美浦中学校

の環境改善事業を行ったこと等により、前年度と比較すると４億７，９１９万４，８８０円（８．３％）の増となりました。

　目的別歳出の主なものは、民生費／保育所運営経費、医療・児童福祉扶助費　教育費／環境改善事業、小

・中学校運営経費　総務費／徴税事務経費、住基・戸籍事務経費　衛生費／各種健診事業、ゴミ処理および

斎場運営負担金　土木費／道路新設改良事業　公債費／地方債元利償還金　消防費／稲敷広域消防負担金、

消防団運営経費　農林水産業費／産地確立推進事業、県営土地改良事業　議会費／議会活動および運営経費

　商工費／商工会補助金等　災害復旧費／公立学校施設・道路橋梁災害復旧費となっています。

【一般会計歳出】

※村民一人当りの歳出額は、平成２６年４月１日現在の
　人口１６,８３９人で割り戻した数値となっています。

３７０,５６７円 村民一人当りの歳出額 村民一人当りの歳出額

歳出の性質別内訳

積立金　　　１,０９８万円（０.２％）

維持補修費　３,１４４万円（０.５％）
災害復旧費　２,１３５万円（０.３％）

投資および出資金・貸付金
　　　　　　　　　　　３００万円（０.０％）

人件費
１３億７,８２６万円
（２２.１％）

人件費
１３億７,８２６万円
（２２.１％）

普通建設事業費
１０億２,７３１万円（１６.５％）
普通建設事業費
１０億２,７３１万円（１６.５％）

物件費
９億３,０５５万円（１４.９％）
物件費
９億３,０５５万円（１４.９％）

繰出金
９億２,９５７万円
（１４.９％）

繰出金
９億２,９５７万円
（１４.９％）

扶助費　５億８,９８３万円（９.５％）扶助費　５億８,９８３万円（９.５％）

補助費等
８億９,２４６万円
（１４.３％）

補助費等
８億９,２４６万円
（１４.３％）

公債費  　４億２,５２３万円（６.８％）

議員報酬
各種委員報酬
特別職給与
職員給与等

工事請負費等

消耗品
委託料

備品購入費等

特別会計への補助金

教育費（１８.９％）
　１１億７,９６８万５,０２４円
教育費（１８.９％）
　１１億７,９６８万５,０２４円

民生費（２７.７％）
　１７億２,９６６万５,３５９円
民生費（２７.７％）
　１７億２,９６６万５,３５９円

議会費（１.９％）
　１億１,８７９万６,２７１円
議会費（１.９％）
　１億１,８７９万６,２７１円

商工費（０.４％）
　２,１６０万５,６０８円
商工費（０.４％）
　２,１６０万５,６０８円

災害復旧費（０.３％）
　２,１３４万６,２７９円
災害復旧費（０.３％）
　２,１３４万６,２７９円

美浦村の平成２５年度歳入歳出決算（一般会計・特別会計・企業会計）が、９月

の村議会定例会で認定されました。すべての会計を集計した決算の総額は、

歳入１１５億２，０４７万８，８１４円、歳出１１３億２９１万８，５９５円となりました。前年度と

比較すると歳入で１．９％、歳出で４．４％の増となっています。

総務費（１５.３％）
　９億５,５０２万１,５０５円
総務費（１５.３％）
　９億５,５０２万１,５０５円

衛生費（９.６％）
　５億９,６６２万１,８２２円
衛生費（９.６％）
　５億９,６６２万１,８２２円

土木費（９.４％）
　５億８,３２０万５,３６６円
土木費（９.４％）
　５億８,３２０万５,３６６円

公債費（６.８％）
　４億２,５２２万７,３４３円
公債費（６.８％）
　４億２,５２２万７,３４３円

農林水産業費（５.０％）
　３億１,３９２万４,２３４円
農林水産業費（５.０％）
　３億１,３９２万４,２３４円

消防費（４.７％）
　２億９,４８８万６,０６８円
消防費（４.７％）
　２億９,４８８万６,０６８円

一部事務組合負担金
（稲敷広域消防等)

各種団体補助金等
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『人と自然が輝くまち美浦』をめざして
　　　　　　　村のお金はこのように使われました

むらの家計簿

平成２５年度 美浦村決算報告

６３億５,３１１万７,９２３円歳 入 自主財源　　　５５.６％
３５億３,４７４万５,３１３円

依存財源　　　４４.４％
２８億１,８３７万２,６１０円

　平成２５年度一般会計歳入決算額は６３億５，３１１万７，９２３円で、東日本大震災に係る復旧・復興事業に対する地

方交付税の減少はありましたが、国の経済対策による国庫支出金および前年度繰越金の増加により、前年度

と比較して２億４，９１９万２，７００円（４．１％）の増となりました。内訳としては、村税、繰入金、繰越金、寄附金等

の自主財源が３５億３，４７４万５，３１３円（５５．６％）、これに対して国・県支出金、地方交付税、村債、地方譲与税等

の依存財源は２８億１，８３７万２，６１０円（４４．４％）となっています。

　村税は、対前年度比１．３％３，３５１万１，３６３円の増収となりました。

【一般会計歳入】

歳入歳出差引残金１億１，３１３万３，０４４円は、

平成２６年度へ繰越します。
一　般　会　計

村民税（１９.３％）
１２億２,６７６万５,６７３円
村民税（１９.３％）
１２億２,６７６万５,６７３円

固定資産税（２０.０％）
１２億７,２３３万３,３４７円
固定資産税（２０.０％）
１２億７,２３３万３,３４７円

村税（４１.７％）
２６億４,７８３万２,４０３円
村税（４１.７％）
２６億４,７８３万２,４０３円国庫支出金（１０.９％）

　６億９,３４３万８,４４２円
国庫支出金（１０.９％）
　６億９,３４３万８,４４２円

その他（１.７％）
　　ゴルフ場利用税交付金・自動車取得税交付金・利子
　　割交付金・配当割交付金・地方特例交付金・交通安
　　全対策特別交付金・株式等譲渡所得割交付金

　１億０,９００万６,２７７円

地方交付税（１０.０％）
　６億３,２７５万０,０００円
地方交付税（１０.０％）
　６億３,２７５万０,０００円

県支出金（４.７％）
　２億９,８８０万３,８９１円

地方消費税交付金（２.６％）
　１億６,１８２万８,０００円

地方譲与税（１.７％）
　１億０,４３６万４,０００円

村たばこ税（１.８％）
　１億１,２１３万２,３１８円

繰越金（５.４％）
　３億４,３１３万５,２２４円

軽自動車税（０.６％）
　３,６６０万１,０６５円

繰入金（３.３％）
　２億１,２９０万２,８６４円

寄附金・諸収入等（５.２％）
　３億３,０８７万４,８２２円

村債（１２.８％）
　８億１,３６８万２,０００円
村債（１２.８％）
　８億１,３６８万２,０００円
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村の預金（基金）と借金（地方債残高）の状況（一般会計）

借金（地方債残高）６２億２,７１４万円

８,９３９万円

１億６,８９０万円

１５億５,２８４万円

２億２,１９２万円

６,４５８万円

２億０,５８９万円

２億５,９７９万円

２,２７９万円

３５億２,４４１万円

１億０,６２６万円

１,０３７万円

・一般公共事業債

・災害復旧・緊急防災・減災事業債

・教育・福祉施設等整備事業債

・一般単独事業債

・厚生福祉施設整備事業債

・財源対策債

・減税補てん債

・臨時税収補てん債

・臨時財政対策債

・減収補てん債

・都道府県貸付金

７億７,３３３万円

４億６,９２４万円

５,７１６万円

７,９０７万円

１億８,９２４万円

６,９７８万円

２億２,２９７万円

１,２７６万円

８８５万円

１,７４１万円

５０万円

３,８１５万円

１億１,２８８万円

２８８万円

・財政調整基金

・減債基金

・ふるさと基金

・公共公益施設整備基金

・地域福祉基金

・陸平基金

・学校施設建設基金

・地域振興基金

・安中地区総合開発基金

・通学交通基金

・ふるさと応援基金

・復興まちづくり基金

・土地開発基金

・収入印紙等購買基金

預金（基金の現在高）２０億５,４２２万円

【基金】特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立
　てるものと、定額の資金を運用するために設けられるも
　のがあります。

【地方債】臨時突発的に出費を余儀なくされる場合や、将
　来の住民にも経費を分担してもらうことが公平である場
　合等に、村が資金調達のために負担する債務をいいます。

※上記の他に、特別会計で４５億４，３８２万円、企業
　会計で１１億７，９３５万円の地方債残高があります。

指標でみる平成２５年度の財政事情

公債費は借入金の返済金であり、こ
れが一般財源に占める割合を公債費
負担比率といいます。この指標は、
毎年の償還金が村の財政を圧迫して
いないかを示すもので、その率が高
いほど財政運営の硬直性が高くなり
ます。

地方公共団体の財政力を示す指数で、
１に近く、あるいは１を超えるほど
自主財源があるとされています。ま
た、財政力指数が高く自前の財源で
自治体の運営が可能とされた市町村
については、国からの普通交付税が
交付されません。

財政構造の弾力性（余裕）を示すもの。
使い道が自由な経常一般財源（毎年
常に入ってくる財源）から経常的経
費（毎年必ず支払う経費）に充てら
れる割合です。地方財政全体が悪化
している今日では、ほとんどの市町
村が８０％を超えて注意の状態です。

【資金不足比率】公営企業会計の資金不足額の事業規模
　に対する比率です。２０％以上で経営健全化団体となり、
　公営企業の経営の健全化を図る計画を策定しなければ
　なりません。

【実質公債費比率】一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率です。この比率が１８％以上になると、
　地方債を発行する際に県知事の許可が必要になります。また、２５％以上になると財政健全化団体となり一部の地方債の
　発行が、３５％以上になると財政再生団体となり多くの地方債の発行が制限されます。

【将来負担比率】地方債の残高をはじめ一般会計等が将来負担すべき、現時点での実質的な負債の標準財政規模に対する
　比率です。３５０％以上で財政健全化団体となります。

【実質赤字比率】一般会計等を対象とした実質赤字の標
　準財政規模に対する比率です。１５％以上で財政健全化
　団体に、２０％以上で財政再生団体となります。

【連結実質赤字比率】全ての会計を対象とした実質赤字
　の標準財政規模に対する比率です。２０％以上で財政健
　全化団体に、３０％以上で財政再生団体となります。

※資金不足額がないため、「－」（該当なし）表示となります。

※赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」
　（該当なし）表示となります。

《平成２６年３月末現在》

－ － ７.６％ ６３.１％

実質赤字
比　率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比　率

将来負担
比　率

－ － －

水道事業会計
公共下水道事業
特別会計

農業集落排水
事業特別会計

経常収支比率　８８.５％ 公債費負担比率　８.７％ 財政力指数　０.８１１

健全化判断比率

公営企業会計資金不足比率
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５億４,８２９万９,１６４円５億４,８２９万９,１６４円

５億５,７８６万８,７９０円５億５,７８６万８,７９０円

２,４１２万１,０００円２,４１２万１,０００円

１億５,２８２万６,５５３円１億５,２８２万６,５５３円

特　別　会　計

差引

差引

△９５６万９,６２６円

△１億２,８７０万５,５５３円

２１億９,７８８万８,４８８円２１億９,７８８万８,４８８円

２０億５,６９５万５,８４４円２０億５,６９５万５,８４４円

１億４,０９３万２,６４４円を
平成２６年度へ繰越

国 民 健 康 保 険
歳入

歳出

２億３,５２９万０,７５６円２億３,５２９万０,７５６円

２億１,７７３万２,２７９円２億１,７７３万２,２７９円

１,７５５万８,４７７円を
平成２６年度へ繰越

農業集落排水事業
歳入

歳出

１０億８,５００万５,１７６円１０億８,５００万５,１７６円

１０億３,３５５万９,４８５円１０億３,３５５万９,４８５円

５,１４４万５,６９１円を
平成２６年度へ繰越

公共下水道事業
歳入

歳出

９億３,４０９万１,５８５円９億３,４０９万１,５８５円

９億０,２７９万６,７４９円９億０,２７９万６,７４９円

３,１２９万４,８３６円を
平成２６年度へ繰越

介 護 保 険
歳入

歳出

１億１,０９９万４,０１６円１億１,０９９万４,０１６円

１億１,２４６万４,７２２円１億１,２４６万４,７２２円 １４７万０,７０６円を
平成２６年度へ繰越
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　歳入の主なものは国民健康保険税４億７，１４７万９，３５１円（構成比２１．５％）、国庫支出金４億２，３１５万０，６８７円（構成比１９．３％）、
前期高齢者交付金３億８，３０８万６，９８２円（構成比１７．４％）で、全体の５８．２％を占めます。国民健康保険税の現年分の徴収額は
４億２，０８２万２，２１７円で、被保険者（年間平均５，０９３人）一人あたり８万２，６２８円です。
　歳出では、保険給付費総額（国保負担分）は１２億４，４８８万２，９３７円（構成比６０．５％）となりました。保険給付費の主なものは、
療養給付費で１０億７，１２９万５，０５４円（構成比５２．１％）を支出、被保険者一人あたり２１万０，３４７円（年間平均５，０９３人）、一世帯あ
たり３６万５，７５５円（年間平均２，９２９世帯）でした。高額療養費は１億３，１１３万７，７９３円を支給しています。また、後期高齢者支
援金等は２億６，９５８万５，５９８円（構成比１３．１％）を支出しました。

　舟子地区、信太地区、安中地区、大須賀津地区の保守点検および運転管理を行いました。平成２５年度は公的資金補償金
免除繰上償還により地方公共団体金融機構資金５，２５８万１，２７７円（利率４．４５～４．９５％）について繰上償還を行いました。

　平成２５年度は、土屋第１幹線ならびに土屋地区面整備管渠工事（延長約３，３００ｍ）を実施しました。また、本年度も公共
下水道への早期新規接続者に対し、接続工事補助金を交付しました。

　保険料調定額は、１億９，５００万６，４８９円（特別徴収額１億６，７５９万４，８００円、普通徴収額２，２４３万４，２００円、滞納繰越分４９７万
７，４８９円）で、第１号被保険者数は４，０５３人、受給者数は４９５人となっており、保険給付費は７億９，４０８万６，２６９円となってい
ます。※詳細については、本号２０ページの介護保険コーナーをご覧ください。

　平成２０年４月１日より後期高齢者医療制度が創設され、後期高齢者を対象とした保険料の徴収と医療給付が開始されま
した。保険料調定額は、８，４４３万６，１００円（特別徴収額６，０５３万円、普通徴収額２，２３０万２，４００円、滞納繰越分１６０万３，７００円）
で、被保険者数（平成２５年度末）は１，８９５人となっています。

　収益的収入支出は水を供給するための経営活動に伴う収支のことで、資本的収入支出は施設の整備・拡充等に要する支
出および償還金とその財源の収入のことです。不足額については留保資金（減価償却費等）等で補填しています。平成２５年
度は、工業専用地域（４８２．８ｍ）および布佐地内（３５．０ｍ）の配水管布設を行いました。

３,０２０万０,０００円３,０２０万０,０００円

３,０２０万０,０００円３,０２０万０,０００円

差引

０円
電気事業 資本的

収入

支出

　財務省が所管する大山地内の東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地に大規模な太陽光発電設備を設置し、電力の供給を行い
ます。平成２５年度の収支については、財務省からの用地取得に要した経費となっています。収益的収支はありません。
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